
居宅介護支援事業重要事項説明書 

〔令和 7 年 10 月 1 日 現在〕 

 

１．当法人の概要 

法 人 名 医療法人社団 三思医光会 

法 人 種 別 医療法人 

代 表 者 名 理事長  駒井 太一 

電 話 番 号 ０２７７－７６－６３１１ 

 

２．居宅介護支援事業所の概要 

（１）居宅介護支援事業所の指定番号およびサービス提供地域 

事 業 所 名 居宅介護支援センター おうらの光 

所 在 地 群馬県邑楽郡邑楽町篠塚３２３３－１ 

事業所の指定番号 居宅介護支援事業  （邑楽町 第１０７０５０３８８１号） 

サービス提供地域※ 邑楽町、千代田町、館林市、太田市、大泉町、埼玉県熊谷市 

※上記地域以外の方でもご希望の方はご相談ください。 

（２）事業所の職員体制 

管理者 １名 介護支援専門員 １名（内１名は管理者兼務） 

（３）営業時間 

月～金曜日 ８：３０～１７：００ 

（土曜・日曜・祝日・１２月３１日～１月３日は休業） 

 

３．居宅介護支援申込みからサービス提供までの流れ 

付属別紙２「サービス提供の標準的な流れ」参照 

 

４．利用料金 

（１）利用料（ケアプラン作成料） 

要介護または要支援認定を受けられた方は、介護保険から全額給付されるので自己負担はありま

せん。ただし、保険料の滞納により法定代理受領ができなくなった場合、１ヶ月につき要介護度に

応じた相当額をいただき、当事業所からサービス提供証明書を発行いたします。このサービス提供

証明書を後日保険者の窓口に提出しますと、全額払戻を受けられます。（但し、滞納期間によって

は払い戻しがないこともあります。） 

（２）交通費 

前記２（１）のサービス提供地域にお住まいの方は無料です。それ以外の地域の方は、介護支援専

門員がお訪ねするための交通費の実費（以下に定める額）が必要です。 

①事業所から片道２０km 以上は定額１，０００円といたします。 

②事業所から片道２０km 未満は、１km を３５円として計算します。 

（３）解約料 

利用者はいつでも契約を解約することができ、一切料金はかかりません。 

 

５．秘密保持 

（１）事業者、介護支援専門員および事業者の使用する者は、サービス提供をする上で知り得た利用者

およびその家族に関する秘密を正当な理由なく第三者に漏らしません。この守秘義務は契約終了後

も同様です。 

（２）事業者は、利用者の有する問題や解決すべき課題等についてのサービス担当者会議等において、

情報を共有するために個人情報をサービス担当者会議等で用いることを、本契約をもって同意とみ

なします。 

 



６．サービスの利用に関する留意事項 

 （１）サービス提供を行う担当職員 

   サービス提供時に、担当職員を決定します。 

 （２）担当職員の交替（契約書第 3条参照）  

   ①事業所からの担当職員の交替 

    事業所の都合により、担当職員を交替することがあります。 

    その場合は、ご利用者に対してサービス利用上の不利益が生じないよう十分に配慮する 

    ものとします。 

   ②利用者からの申し出 

    選任された職員の交替を希望する場合には、当該職員が業務上不適当と認められる事情 

    その他交替を希望する理由を明らかにして、事業者に対して担当職員の交替を申し出る 

    ことができます。但し、ご利用者から特定の担当職員の指名はできません。 

 （３）入院時における医療機関との連携 

    ご利用者は、病院又は診療所に入院する必要が生じた場合は、担当職員の氏名及び連絡先 

    を、当該病院又は診療所に伝えていただきます。 

 （４）介護サービス事業者等の紹介や説明 

    ご利用者は、介護サービスの提供を受けるにあたり、複数の指定介護サービス事業者等の 

    紹介を求めることや、当該事業所を介護サービス計画等に位置付けた理由について説明を 

    求めることができます。 

7．サービス内容に関する苦情 

（１）当事業所の相談・苦情窓口 

当事業所の居宅介護支援に関するご相談・苦情および居宅サービス計画に基づいて提供している

各サービスについてのご相談・苦情を承ります。担当介護支援専門員または管理者までお申し出くだ

さい。 

担 当 者 居宅介護支援センターおうらの光  管理者  関口 久美子 

電話・FA X TEL:０２７６－６１－３８３５  FAX:０２７６－８９－８０２１ 

受 付 時 間 月曜日～金曜日 ８：３０～１７：００ 

（２）その他の窓口 

当事業所以外に区市町村の窓口等に苦情を伝えることができます。 

群馬県国民健康保険団体連合会 TEL:０２７－２９０－１３１９ 

邑楽町役場 福祉介護課 TEL:０２７６－４７－５０２２ 

大泉町役場 高齢介護課 TEL:０２７６－５５－２６３２ 

大里広域市町村圏組合 介護保険課（熊谷市） TEL:０４８－５０１－１３３０ 

（３）苦情処理手順方法 

①苦情の申立書を受付ける 

②当事業所が苦情に関する調査を行う 

③その調査結果を受けて事業所が改善すべき事項を検討する 

④改善すべき事項をもとに当該事項に関する指導を実施する 

⑤その結果を利用者又はそのご家族へ報告する 

8. 事故発生時の対応方法について 

利用者に対する指定居宅介護支援の提供により事故が発生した場合は、市町村、利用者の家族に連絡

を行うとともに、必要な措置を講じます。 



（付属別紙１） 

 

要介護認定前に居宅介護支援の提供が行われる場合の特例事項に関する重要事項説明書 

 

利用者が要介護認定申請後、認定結果がでるまでの間、利用者自身の依頼に基づいて、介護保険による

適切な介護サービスの提供を受けるために、暫定的な居宅サービス計画の作成によりサービス提供を行う

際の説明を行います。 

 

１．提供する居宅介護支援について 

・利用者が要介護認定までに、居宅介護サービスの提供を希望される場合には、この契約の締結後

迅速に居宅サービス計画を作成し、利用者にとって必要な居宅サービス提供のための支援を行い

ます。 

・居宅サービス計画の作成にあたっては、計画の内容が利用者の認定申請の結果を上回る過剰な

居宅サービスを位置づけることのないよう、配慮しながら計画の作成に努めます。 

・作成した居宅サービス計画については、認定後に利用者等の意向を踏まえ、適切な見直しを行い

ます。 

 

２．要介護認定後の契約の継続について 

・要介護認定後、利用者に対してこの契約の継続について意思確認を行います。このとき、利用者

から当事業所に対してこの契約を解約する旨の申し入れがあった場合には、契約は終了し、解約料

はいただきません。 

・また、利用者から解約の申入れがない場合には、契約は継続しますが、この付属別紙に定める内

容については終了することとなります。 

 

３．要介護認定の結果、自立（非該当）または要支援となった場合の利用料について 

要介護認定等の結果、自立（非該当）又は要支援となった場合は、利用料をいただきません。 

 

４．注意事項 

要介護認定の結果が不明なため、利用者は以下の点にご注意いただく必要があります。 

（１）要介護認定の結果、自立（非該当）又は要支援となった場合には、認定前に提供された居

宅介護サービスに関する利用料金は、原則的に利用者にご負担いただくことになります。 

（２）要介護認定の結果、認定前に提供されたサービスの内容が、認定後の区分支給限度額を上

回った場合には、保険給付とならないサービスが生じる可能性があります。この場合、保険

給付されないサービスにかかる費用の全額を利用者においてご負担いただくことになりま

す。 

 



（付属別紙２） 

サービス提供の標準的な流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

居宅サービス計画作成等サービス利用申込み 

当社に関すること居宅サービス計画作成の手順、 サービスの内容に関して大切な説明を

行います 

居宅サービス計画等に関する契約締結 

※利用者は市町村役場へ【居宅サービス計画作成依頼届出書】の提出を行

っていただきます。（提出代行可能） 

 

事 業 者 の 選 定       

当事業所と契約をす

るかどうかをお決め

いただきます 

ケアマネジャーがお宅を訪問し、利用者の解決すべき課題を把握しま

す 

地域のサービス提供事業者の内容や、料金等をお伝えし、利用するサービスを選んでい

ただきます 
利用者による サ

ービスの選択 

提供する居宅サービスに関して、居宅サービス計画の原案を作成します 

計画に沿ってサービスが提供されるようサービス提供事業者等とサービス利用の調整を

行います 

サービス利用に関し

て説明を行い、利用

者やご家族の意見を

伺い、同意をいただ

きます 

居宅サービス計画に沿って、サービス利用票、サービス提供票の作成を行います 

◆ サ ー ビ ス 利 用 ◆ 

利用者やご家族と毎月連絡をとり、サービスの実施状況の把握を行い、サービス提供事

業者と連絡調整を行います 

毎月の給付管理票の作成を行い、国保連合会に提出します 

利用者の状態について、定期的な再評価を行います。また、提供されるサー

ビスの実施状況の把握を行います。 

居宅サービス計画の変更を希望される場合、必要に応じて居宅サービス計画の変更を行います 



（付属別紙 3） 

             

当事業所のケアプランの訪問介護、通所介護、地域密着型通所介護、福祉用具貸与の状況について 

（令和 6年 9月～令和 7年 2月） 

 

 

① 前 6か月間に作成したケアプランにおける、訪問介護、通所介護、地域密着型通所介護、 

福祉用具貸与の各サービスの利用割合 

 

訪問介護      28％ 

通所介護      31％ 

地域密着型通所介護  5％ 

福祉用具      47％ 

 

 

② 前 6か月間に作成したケアプランにおける、訪問介護、通所介護、地域密着型介護、福祉用具貸与 

の各サービスごとの、同一事業者によって提供されたものの割合 

  

訪問介護 ﾍﾙﾊﾟｰサービスケムズ木崎 19％ おひさま介護サービス 16％ 

     訪問介護ステーションわかば太田事業所 14％ 

 

通所介護 デイサービス愛和 20％ 太田ﾃﾞｲﾄﾚｾﾝﾀｰ 17％ 

     デイサービスセンターケムズ木崎 17％ 

 

 

地域密着型通所介護 太田中央デイサービス 41％ ﾃﾞｲｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀｰよくする 37％ 

           

 

福祉用具 ｴﾌﾋﾞｰ介護サービス伊勢崎支店 28％ 関東メディカル 27％ 

     （株）栗原医療器械店 太田支店 25％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

居宅介護支援契約書及び居宅介護支援事業重要事項説明書（付属別紙含む）について、本書２通を作成し、

利用者、事業者が署名押印の上、１通ずつ保有するものとします。 

居宅介護支援の提供開始に際し、利用者に対して契約内容及び重要事項について説明しました。 

 

令和        年         月         日 

 

【 事 業 者 】 医療法人社団 三思医光会   

 理事長 駒井 太一 ㊞ 

 

【 事 業 所 】  居宅介護支援センター おうらの光 

【 説 明 者 】  氏名 ㊞ 

 

 

事業者から居宅介護支援についての契約内容及び重要事項について説明を受け、同意した上で契約いたし

ます。 

また、居宅介護支援事業契約書第１３条（秘密保持）について、サービス利用にあたり各関係機関への情

報提供やサービス担当者会議等において個人・家族の情報を用いることに同意いたします。 

 

令和   年    月    日 

 

【 利 用 申 込 者 】 

 住 所   

   

 氏 名     ㊞  

 （代筆時） 

代筆者 

 

 

利用者との関係（     ） 

 

【利用者家族（代表）】 

 住 所   

   

 氏 名    （続柄）    ㊞  

 

【 代 理 人 】 

 住  所  

   

 氏  名 （続柄）    ㊞  

 

※ご本人が自署できない場合は、ご家族若しくは成年後見人等の代理人が本人に代わって署名してくださ

い。 

 

 


